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研究成果の概要（和文）： 

本研究の総合的な結果から，サービス提供側と受け手側において概念の大きな乖離が生じている事実が明

らかとなった。現在一般化されている“医療サービスの質”のフレームワークは，サービスの受け手であ

る患者に伝えられて“サービスの選択肢”が生じ，そこからサービス提供者と受け手の相互関係が生じる

が，実際の臨床施設では，そういった手続きが生じにくい。つまり，専門職間の連携協働をうまく促進で

きない形骸化した組織とは，サービス提供側と受け手側の満足感がそれぞれ乖離して先行していた。 
研究成果の概要（英文）： 
After considering theses results, it is showed that there is a great difference in 

image between service providers and service recipients. In the generalised framework 

of “the quality of medical service”, “choices of the service” is produced 

depending on the patients’ needs as service recipients, and then the relationship 

between providers and recipients would be built. However, in the clinical field, it 

is difficult that this framework does work well. It is indicated that, in the 

organization which cannot promote the interprofessional working, there could be a 

great difference between service providers and recipients. 
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１．研究開始当初の背景 

わが国の医療現場では，全国的な規模での

“医療崩壊”という呼称で，医療サービス水

準の低下が懸念され，すでに「救急搬送時に

おける患者のたらい回し」などで死亡する事

例が増加しつつある。このような痛ましいケ

ースの背景には，医療費の大幅削減，医師の

養成・配置計画の頓坐，その他の複合的要因

が存在すると推察されている。しかし，この

ような状況下では医療事故が起こるべくし

て起こるという事実が，すでに1980年代のサ

ッチャー政権時の英国が経験済みである。一

方で，そういった医療水準に関わる大きな課

題としてもう一つの大きな問題を有してい

る。それは，「専門職間の連携協働にかかわ

る概念と意識の欠如」という問題である。 

 保健・医療・福祉専門職による“サービス

の連携と協働”は，それまでの“チーム医療”

の概念とは異なる新たな援助形態である 
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として1980年代の英国で生まれた概念であ

る。保健・医療・福祉サ－ビスを効率的かつ

効果的に提供するIPCは，保健医療福祉専門

職の連携教育であるInterprofessional  

Education（以下IPE）と共に最近わが国の専

門職教育にも浸透しつつある。英国では2000

年頃から保健省（日本の厚生労働省）の指導

のもと，保健医療福祉専門職養成課程をもつ

大学ではIPEが事実上義務化され，各大学は

IPEの予算配分をめぐってカリキュラム作り

にしのぎを削っている。同時に，医療現場で

は専門職の士気を高め，効率的で効果的な医

療サービスを提供できる連携協働を実践す

るために，学生および現職者の連携教育を専

門に行うファシリテータの養成を大学と共

同で行っている。「チーム医療」という言葉

だけが一人歩きし，「連携というシステムだ

けを作って安心している」と揶揄されるわが

国の医療現場では，実質的な訓練を伴わない

“連携協働”が蔓延している。わが国におけ

る医療技術水準は世界的にも屈指のレベル

を有するが，いざというときの「ノウハウ」

については世間一般で考えられているより

も相当な低レベルにある。この英国との差異

は，文化的および国民的思考性のレベルから

検証され，改善されなければならない。 

２．研究の目的 

 本研究では，わが国の臨床現場における

“連携協働”の概念を各専門職（現職者）ご

とにアンケート調査し，同時に各施設で行わ

れている“連携の実態”について多数事例を

もとに調査する。次に，複数の病院に専門職

学生グループを派遣するインタープロフェ

ッショナル臨地実習（以下，IP臨地実習）を

実施し，それらの学生が実際に症例へのイン

タビューなどを通じて行う臨床現場の質的

評価を“専門職の連携力”中心に組み立てる。

また，同時にそれらのIP臨地実習学生グルー

プを担当するファシリテータ（現職者）への

インタビューを通じて，臨床現場における英

国とわが国との文化的，制度的，習慣的およ

び思考的な違いと問題点，課題の所在などに

ついて明らかにしていく。 

（1）わが国の臨床現場（病院）で考えられ

ている“連携の概念”と“具体的な行動”に

ついて各専門職別に明らかにし，英国におけ

る調査との比較から両者の相違点を分析す

る。 

（2）IP臨地実習参加学生による病院の専門

職連携協働評価のための症例検討，およびフ

ァシリテータ（現職者）へのインタビューを

通じて，病院内における連携協働の質的検討

（病院のレベル評価ではない）を行い，その

因子を抽出して分析する。 

（3）上記の結果をふまえて，英国の臨床現

場におけるファシリテータ養成ならび様々

な連携協働を促進するための実践的試みと

の比較から，わが国の“連携協働”の現状を

明らかにする。 

３．研究の方法 

平成２１年度： 

（1）全国８地方区分ごとの総合病院，約 700

施設を対象に各専門職（医師×診療科数，看

護師，放射線技師，薬剤師，臨床検査技師，

理学療法士，作業療法士，言語聴覚士，医療

ソーシャルワーカー，介護福祉士，栄養士等）

別に「他専門職との連携と協働」に関するア

ンケートを実施する（大規模調査）。 

（2）英国の複数病院において，日本と同様

の調査を実施する。対象となる病院は， 

St. George’s University of London およ

び University of Southampton の関連病院

で，すでに連携教育の実習現場であり，現職

者研修におけるファシリテータも常在する

施設，計５箇所において専門職毎に実施する

（小規模調査）。 

（3）アンケートの内容は，「他の専門性への

理解」「連携の概念について」「専門職間のス

ムーズな連携を阻害する要因」「連携に対す

る自己評価」「連携のための改善点」以上５

つのカテゴリーから構成されるリカート式

尺度による選択と，記述式で構成されている。 

（4）アンケートの結果は，それぞれの専門

職ごとの分析の他，病院施設ごとの比較検討

などを行い，最終的に日本と英国との比較分

析から，抽出された因子間のパス解析などを

主体とした統計処理と記述式アンケート結

果を踏まえた質的分析も加える。 

平成２２年度： 

（1）首都大学東京健康福祉学部の看護学科，

理学療法学科，作業療法学科，放射線学科の

3 年次生，および東京慈恵会医科大学医学部

医学科の３年次生，慶応義塾大学薬学部の３

年次生，それぞれ５名ずつを募り，１グル－

プ６名で５グル－プをつくり合同で２週間

（10日間）症例検討を行いながら病院内にお

ける専門職の“連携と協働”を検討するイン

タープロフェッショナル臨地実習（IP臨地実

習）を行う。（症例検討の対象者については

匿名性を確保し，個人情報保護については万

全の配慮をする：首都大学東京・研究安全倫

理審査委員会に提出し承認を得る） 

（2）IP 臨地実習の実施前後には，病院にお

ける連携機能をより客観的に観察できるよ

うにするため，学生に対する連携と協働の教

育講習を 2日間かけて実施する。 



 

 

 内容は，①英国における連携教育の概念 

②臨床における多様な問題解決手段として

のチームワークと連携協働などについて学

ぶ。 

（3）IP 臨地実習では，実習施設におけるフ

ァシリテータ（臨床講師）が必要となるが，

予め打ち合わせと研修（学生と同じ内容）を

事前に行う（土日などに実施予定）。 

（4）IP 臨地実習の実施前後には，学生に対

するアンケート（自己評価・連携協働を中心

とした施設評価）を実施する。 

（5）学生のグループ・カンファレンスの VTR

記録，学生アンケートの分析を行う。数量化

できるデ－タは基礎集計を行い，質的デ－タ

は質的帰納法で分析する。 

（6）実習施設のファシリテータに上記アン

ケートの結果を提示して，各実習施設の連携

協働について検討会を実施し，ファシリテー

タへのインタビューを通じた結果をデータ

として質的に分析する。 

平成２３年度： 

平成２１年度に実施される予定の日本（大規

模調査）と英国（小規模調査）の病院におけ

る専門職連携に関する相違について，以下，

「他の専門性への理解」「連携の概念につい

て」「専門職間のスムーズな連携を阻害する

要因」「連携に対する自己評価」「連携のため

の改善点」の観点から分析を加えて，英国の

病院における聞き取り調査を実施する。さら

に次の調査では，これまでの研究結果に加え

て，英国と日本におけるコミュニケーション

文化の違い，医療保険など，両国における保

健・医療・福祉政策の違いなどにも配慮し，

広汎な学術領域から，日本の医療における

“連携と協働”課題と問題点を提起して日本

と英国の研究者間の意見交換も含めた，総合

的な学術調査を実施する。 

４．研究成果 
（１）全国病院アンケート結果（H21） 

平成 21 年度の研究目的は，わが国の臨床現

場（病院）で考えられている“連携の概念”

と“具体的日常行動における思考過程”につ

いて各専門職別に明らかにすることである。

全国の総合病院 300 施設を対象に各専門職

（医師×診療科数，看護師×診療科数，放射

線技師，薬剤師，臨床検査技師，理学療法士，

作業療法士，言語聴覚士，医療ソーシャルワ

ーカー，歯科医，歯科衛生士，介護福祉士，

栄養士など）3,000 部門に「他専門職との連

携と協働」に関するアンケートを実施した。

アンケートの結果，大規模調査では，1,251

件の回答が寄せられた（有効回答回収率

41.7%）。大規模調査では，薬剤師に対する重

要性と，その連携に関する問題意識が高く，

同様に臨床心理士，介護福祉士に対する関心

と連携での問題意識を抱えている職種の多

さを示した。それとは逆に，リハビリテーシ

ョン関連職種では，概ねその重要さは意識さ

れていたが連携課題についてはあまり問題

視されていなかった。これらの点について，

英国の小規模調査結果とは逆の傾向が示さ

れた。双方の分析から，わが国における専門

職の連携概念と日常業務における連携協働

への思考特性の一端が明らかとなった。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
図１専門別回答数と割合（N=1,251） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２専門性における関係の重要度・問題度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 全専門性における「チーム医療」問題
係数 
 
（２）英国病院アンケート結果（H21） 
 小規模調査では，University Hospital of 
Southampton 47 件の回答が寄せられた（有効
回答回収率 9.4%） 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
表１ University Hospital の調査結果(1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表２ University Hospital の調査結果(2) 
 

 
（３）臨床評価の基礎研究 

 平成 22年度には平成 21年度の研究結果よ

り得られた臨床現場における“連携協働”の

概念から，実際に臨床現場で考えられている 

“連携の実態”と“臨床サービスの質”につ

いて調査するための評価リストを構築した。

次に，病院の現場に専門職学生グループを派

遣するインタープロフェッショナル臨地実

習（以下，IP臨地実習）の実施準備を行った。

学生が実習先の病院で症例インタビューを

通じて行う“臨床現場の質的評価”を“専門

職の連携力”中心に組み立てるためのフォー

カスグループ・インタビューで 1グループの

調査を実施した。また，IP臨地実習学生グル

ープを担当するファシリテータ（現職者）を

育成するため，英国から講師（Hugh Barr 教

授，University of westminster）を招へい

して 3日間の研修会を実施した。その際，参

加者への集中インタビューを通じて，臨床現

場における英国とわが国との文化的，制度的，

習慣的および思考的な違いと問題点，課題の

所在などについて分析した。以下は，その結

果の概要である。 

（1）わが国の臨床現場（病院）で考えられ

ている“連携の概念”は“患者が求めるサー

ビス”のためにではなく，“治療を優先した

医療の適正化と効果”を中心に考えられてい

るため，サービスの提供者と受け手には乖離

が生じている。 

（2）IP 臨地実習参加学生へのフォーカスグ

ループ・インタビュー，およびファシリテー

タ（現職者）へのインタビューを通じて，病

院内における連携協働の質的検討（病院自体

のグレード比較評価ではない）を行い，その

因子を抽出した結果，７つのグループと３２

の因子が選択された。 

（3）英国の臨床現場におけるファシリテー

タ養成ならび様々な連携協働を促進するた

めの実践的試みとの比較から，わが国の臨床

現場（一般病院施設）における“連携協働”

は組織的に実施され，そのために専門職とい

うより職員個人の資質にフォーカスが当て

られている可能性が大きい。よって，わが国

では，専門職の違いを超えた個人の「使命感」

や「自己効力感」がチームワークを構成する

という特異な文化特性に根ざしている可能

性が高かった。 

 
（４）結果の統合作業 

平成 22 年度には病院の現場に専門職学生グ

ループを派遣するインタープロフェッショ

ナル臨地実習（以下，IP 臨地実習）が実施さ

れた。そのフォーカスグループ・インタビュ

ーの結果を受けて，平成 23 年度には実際に

２つの回復期リハビリテーション病院にお

いてそれぞれ３日間の IP 臨地実習が実施さ

れた。IP臨地実習では５つの専門職によって

構成された学生グループが２つの臨床実習

施設（以下，施設 A と B）でそれぞれ複数の

患者を担当し，専門職の“連携の実態”と“臨

床サービスの質”について調査するための評

価リスト（臨床連携評価シートβ：以下，シ

ートβ）を基盤としたインタビュー調査によ

って実施された。同時に各施設では患者調査

の結果を受けてファシリテータ役の専門職

５名との討論が行われた。次に施設 Aと B に

勤務する 12 名の専門職にシートβによる調

査が実施された。以上の調査結果に総合的な

検討を加えたことで，患者サイドの考える

「臨床の質」「医療サービスの質」のコア概

念と，臨床で勤務する専門職側のコア概念一

覧表が作成された。これらは，シートβに基

づくキーとなる単語抽出結果であるが，さら

にデータを質的帰納法でカテゴリー化しデ

ータ間の比較検討を加えた。 



 

 

 次に英国から招へいした研究者１名

（Helena Low 教授;Executive Director，

CAIP：英国連携教育推進センター）を招へい

し 3日間のデータ検討研究会を実施した。研

究者５名が参加して行われた研究会では，こ

れまでの病院アンケート結果（H21 年度）と

臨床施設におけるシートβの結果，およびイ

ンタビュー調査のカテゴリー化されたデー

タ（H23 年度）を総合的に整理して，わが国

の文化と医療保険制度，国民の特性，とくに

習慣的および思考的な特徴を客観的に把握

するため，英国の同じようなデータとの相互

比較を行った。以上の結果より以下，病院の

質的評価に係わる複数の概念が示された。 

（５）総合最終考察 

 わが国の臨床現場（病院）で考えられてい

る“病院の質”とは，提供する施設側のサー

ビス概念が一般的なものとして通っている。

サービスの受け手である“患者が考える病院

の質”は，個別性が強すぎるため，通常は般

化されにくい。その結果，サービス提供側と

受け手側において概念の大きな乖離が生じ

ている。一連のデータ分析の結果，現在，一

般化されている“医療サービスの質”のフレ

ームワークは，サービスの受け手である患者

に伝えられて“サービスの選択肢”が生じ，

そこからサービス提供者と受け手の相互関

係が生じるが，実際の臨床施設では，そうい

った手続きが生じにくいシステムが構築さ

れている。つまり，専門職間の連携協働をう

まく促進できない形骸化した組織とは，サー

ビス提供側と受け手側の満足感がそれぞれ

乖離して先行している事実が明らかとなっ

た。 
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